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がややかたいので無理すれば直進走行はできるが,刈取

り作業は不可能であろうと想像された。

そこでSR-1型上壌抵抗測定器にいろいろな形の矩
形板をつくって,軟弱土壌に対する沈下量を調査した結

果,V型の矩形板の沈下量が少なかったので第 2図のよ
うな履板の無限軌道帯を試作し,軟弱土壊におけるコン

パインの走行性について今後検討を行なう。

開田の農業経営におよばす影響について

―青森 県上北 郡 に おけ る一

木  真
錬 北 農 詢

青森県上北郡においては近年開田がすすみ,第 1図に

みるように水稲の作付増加が著 しい。その技術的基礎

は,かっての冷害常習地帯といわれた低位不安定 さか

ら,高位安定の収量を確保しうる稲作技術の進歩と,火

l灰洪積台地の水利用の技術が発達したことによるもの

である。しかもこの変化は比較的規模の大きい農家の開

回によって支えられている。

開日によって,経営方式は畑主体から田畑複合,ない

しは水稲単作に転換し,あるいは現在なお転換しつつあ

る。この場合,比較的大規模な畑作経営の面積規模は,

縮少されることなく,一挙に同面積の水稲作に,経営方

式を転換するほどの規模で開田され,規模の大きな水稲

作農家が数多く形成されてきた。開日は小規模な団地ご

との共同施工が多く,その資金は主として融資によって

行なわれた。これが上北郡の開田の特徴である。

これまで主要な生産手段であった耕 馬は,耕私機や

共同のトラクターに代替され,一時導入された乳牛も,

開田地帯にあっては停滞,あるいは減少し,養畜は自給

( r8,420.0 )

飼料を必須としない豚が増加した。

上北郡農業のこのような動きについて,その中心部の

六戸町古里,七百部落で行なった調査にもとずき,開日が

経営に及ぼした影響,すなわち水日の優位性を検討する

ため第 1表に示すように水mの多い農家グ′レープと,少

ない農家グループの相互を比較した。両者の耕地規模は

32滋前後ではぼ等しいが,水田面積には66α の差があ

る。これを農業所得についてみると,水日の多いBグル

ープの方が高く,こ の差の決定的な要因は水日の多少

によるものであることは第 2表にみるように明らかであ

る。まず,開日により畑作・畜産の縮少,水稲作の増大に
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注 農林省青森統計事務所調べ
第 1図 上北郡における水稲作付面積の推移

家
面
〃　従
痢

農
　
　
口
専
業

査
地
田　
業
巖

調
耕
水
水
農
家

第 1表 調査農家の経営概況 (1戸当り)
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注 農業専従者は,年間150日 以上農業に従事する者。
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第 2表 農業粗収益の構成
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第 4表 開回前後の資本内容比較 (千円, 日,%)
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第 3表 A・ B両農家の比較

益(千円)
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注 1 家族家計費は「第14次青森県農林水産統計年
報」 (農林編)によれば,上北,下北地域のそ

れは6693千円であったのでこれを使用した。

2 △はマイナス。

より,農業所得を高めるという効果を経営にもたらした。

また,農業労働日数についてみると,水日の多いBグル

ープで少なく,その差は 267日 であった。これは,農業

専従者はぼ 1人の年間労働日数に匹敵している。すなわ

ち,開日による経営方式の転換は,農業経営内部から農

業労働力をおし出す可能性をしめす。換言すれば,農業

労働力の流出に対応した経営への概換であり,同時に農

業所得の向上をともなう農業労働日数の減少は,労働生

産性のより高い経営へと経営方式を発展させたことを意

味する。

さらに,こ の農業所得を家族家計費との関連でみると,

上北,下北地域の昭和41年度のそれは平均6693千円であ

った(第 3表注参照)か ら,農業所得―家族家計費は第 3

表にみるように水日の多いBグループでプラス1415千

円,水田の少ないAグループでマイナス1669千円とな

った。すなわち,水日の多いグループでは家族家計費を農

業所得で充足し,余剰を出していたのに対し,Aグルー
プではその755%しか充足していなかった。この場合.

後者も専業農家であったから,こ のことは労働力の再生

産が過少消費によって支えられていたことを意味する。

次に,開日の効果を投資の側から検討するために,A
・ B両グループを個別農家と見なして考察すれば,A農
家が開田することによってB農家と水田面積が等しくな

り,開田後は本国の多いB農家と同じ経営方式をとるも

注 1 土地資本 (地価)は ,ききとりにより日田10
α当り15万円,新田25万円,畑 8万円とする。
2_ 資本評価は年度始評価額

3 流動資本は現金経営費の場とする。
4 △はマイナス。

のとする。そのさい,次の 5点を仮定する。

1 開日によって水日面積は216α となる。
2 開田後の農業所得はB農家と同じである。
3_調査例に則して,大農具,建物はA農家の現状の

ままとする。

4 養畜部門は大家畜から豚飼養となる。
5 開田費は10α 当り調査例に則して10万円とし,そ
の80%を農林漁業資金 (非補助事業資金,年利 3

分 5厘,据置期間 3年,15年均等償還).20%は

農業近代化資金 (年刑 5分,据置期間 2年,10年

償還)によるものとする。

開田後のA農家の農業資本は第 4表のようで,投下さ

れる開回費は660千円で,こ の資本投下によって増加す

る所得は3084千 円である。その結果,開田費に対する

年間増加所得は467%に達し,開日投資は非常に高い効

率をしめす。

またこの場合,開田費は全額借入れ資金によっている

から,その元利が返済されなければならない。その償還

は借入条件から,借入れ後 4年 目に最高 とな り,年間

68,122円の償還となる。専業農家として存立するために

は家族家計費に喰い込むことなく,これが償還されなけ

ればならない。しかし前記条件,および41年度家族家計

費の水準をもって考察するかぎり,十分に償還しうる。

したがって,こ の開日のための投資は農:業所得の向

上,労働生産性の向上を可能とし,資本蓄積の条件とそ

の基盤を創造する投資として,きわめて合理的であると

いえる。
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しかしながら,参考までに土地を含む農業資本の収益

という観点からみると,自家労賃としての家族家計費引

きの農業資本収益は,水日の多いBグループでも 25%
(水日の少ないAグループではマイナス 36%),開口
後Aグループの経営にあっては 21%と きわめて低い水

準となる。したがって,こ の場合でも開田投資はなお小

農的あるいは非企業的水準での合理性しかもたないとい

える。それにもかかわらず,この地区で開日がすすめら

れているのは,農家の意欲の底に,開日による地価の上昇

への期待があるといえる。すなわち第 4表注に記したよ

うに,地価 8万円の畑地に10万円の開田費を投ずること

によって,造成された水日の地価は25万円といわれ,そ

の差額 7万円は農家の資産増となる。 したがって,こ
の資産増が著しいものであるかぎり,資本制的あるいは

企業的な採算は実現されなくとも,開田が進められる。

これが農業所得の向上とともに,最近の上北における

「開田ブーム」の底流であるといえよう。

さらに,開日を個別経営における地方の維持・増進磯

構の観点からみると,開日前の大家畜は開日後小家畜に

とってかえられ,しかも飼養規模はきわめて小さい。畑

地の縮小,耕な手段の機械化のために養畜部門は弱体化
し,その結果,稲作収量の安定,向上に不可欠とさえ言

われてきた堆厩肥の施用は激減している。経営組織論的

には必ずしも有畜経営への展開が合理的ではないとして

も,大家畜が果していた地方維持の環が他の方法に代替
されることなく切断され,こ こに今後の経営上の問題を

残している。また開日によって,農業労働 日数が減少
し,経営内部から農業労働力を押し出す可能性を生して

も,鋭し労働ピークを農繁期に集中させ,こ とに日植の

期間に多量の例勤力を要する。上北郡のようにことに作

季の巾が小さい場合,こ のことはきわめて重要である。

とりわけ,日植労働力の確保,雇用労賃の上昇は経営に

とって大きな問題である。

また地域全体としてみた場合,共同施工によるとはい

え団地としてみれば工事の規模は小さく,また余水利用

の開日も地区内にあるが,地域全体としての水資源利用

に社会経済的な問題をかかえている。

水田単作農家における労働投下の実態

第 1報 日植作業における能率と疲労

工 藤 啓治郎・ 橋 本 恵 次暑

皓 手県農詢

1ま え が き

農村における労働力の不足に伴い,農業生産に果す婦

人の役割が増大し,生活のための労働が適切に投下され

ず農民生活が損われることが問題となってきている。こ

うした実態を背景に,この研究は水田単作純農村である

胆沢郡胆沢町南都日の農家を対象に,生産労働と生活労

働の相互関係を究明し,農家労働の合理化方策を明らか

にしようとするものであるが,こ こでは日植労働を中

心に,生産労働と疲労の状況をみようとした。

2 日植作業能率

田植作業は挿苗と苗取り,苗運搬などに大別されるが,

主に挿苗と苗取作業について, Tlme stlldyに よって

分析した。

共同田植においては,年令の若い順に女子が植え手に
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第 1図 経過時間別田植作業能率
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